
弥生株式会社（以下「甲」という）、株式会社フォーライフシステム（以下「乙」という）（なお、「甲」、「乙」を合わせて「甲ら」という）が、振込代行サービスである「弥生の一括振込サービス」（以下「本サービス」

という）を申込人（以下「契約者」という）に対し提供することに際して、甲らと契約者との間に以下の利用規定が適用されるものとする。

本サービスの申込みにあたっては、契約者は「弥生の一括振込サービス申込書」を甲らに提出するものとする。甲らが契約者に対し所定の手続きを行ったときから、本サービスの利用にかかる契約（以下「本利用契約という」）

が成立し、本利用規定の効力が発生するものとする。

なお、契約者は、申込みをしたときでも、甲らの判断により申込みの受付ができない場合があることを承認するものとする。また、本利用規定（第６条）に基づき乙は、本サービスの一部業務をNTTスマートトレード株式会社

（以下「丙」という）に委託する。

第1条（総則）

契約者及び甲らは、弥生の一括振込サービス利用規定（以下「本利用規定」という）の主旨をよく理解し、円滑なる運営推進を図るため、緊密なる連携を保ち、信義誠実の原則に基づき、相互に協力するものとする。

第2条（目的、基本利用規定）

本利用規定は、契約者が甲らに対して次条で定義される振込事務を委託することを目的とし、第４条所定の契約者による申込及び第５条所定の甲による承諾によって成立する個別の振込代行サービスに共通して適用され

るものとする。本サービスは、甲らと契約者との間における振込事務代行に関するものであり、契約者が為替取引の当事者となるものではない。本サービスは、①「契約者からの要請を受けて」、②「契約者の利便のた

めに」、③「契約者側に立って」、甲らがサービスを提供するものである。

第3条（定義）

1.「振込代行サービス」とは、甲らが契約者からの依頼に基づき契約者に代って甲らが振込事務を代行するサービスを意味する。

2.「営業日」とは、金融機関が営業を行っている日を意味するものとする。

3.「金融機関」とは、甲が指定する金融機関を意味するものとする。

4.「振込資金口座」とは、甲が別途契約者に対して通知する預金口座を意味するものとする。

5.「手数料」とは、以下の甲ら所定の手数料及びこれに課せられる消費税相当額を意味するものとする。

a)取扱手数料（振込１件につきかかる手数料）

b)基本手数料（月間利用料）

c)組戻し手数料（振込不能１件につきかかる手数料）

d)返金手数料（甲らが契約者へ返金する場合にかかる手数料）

6.「振込希望日」とは、契約者が、甲らに対して振込依頼データを送信する際に、甲所定の方法で指定した振込手続きがなされることを希望する日を意味するものとする。

7.「振込金」とは、契約者が振込を希望する金額を意味するものとする。

8.「振込事務」とは、甲が契約者の委託に基づき金融機関に対して振込依頼データを送信し、振込金及び金融機関所定の振込手数料を交付することにより、振込の依頼を行う事務を意味するものとする。

9.「振込依頼データ」とは、甲が指定した仕様に基づき、契約者が作成した振込先及び当該振込先に対する振込金等を含むデータを意味するものとする。

第4条（契約者の申込み）

1.契約者は振込依頼データを作成し、振込希望日の属する月の前月の応答日から振込希望日の所定の時間までの間に、乙に対して甲ら所定の方法で伝送しなければならない。その場合、契約者は当該振込依頼データを振

　込希望日まで保存するものとし、甲らが振込依頼データの再送を希望した場合には、契約者はこれに協力するものとする。

2.契約者は、振込希望日の前営業日までに、振込金の振込資金口座への入金手続を完了しなければならない。

3.第１項の振込依頼データの伝送及び前項の振込金の入金がなされた時に、契約者は乙に対し振込事務の委託の申込みを行ったものとみなし、契約者は、乙の同意がない限り、この申込みを撤回すること又は取り消すこWindows　１０　以上

　とは出来ない。

第5条（乙の承諾）

1.甲らは、振込依頼データに記載された振込先口座の口座名義、振込先口座の口座番号等、振込依頼データの内容を確認する義務は負わないものとする。

2.乙は、前条第２項の規定に基づき振込資金口座に入金がなされた場合、前項の振込依頼データに対応する振込金が入金されていることを確認するものとする。

3.乙が、第１項及び前項の確認を完了した時点で甲らは、契約者の申込を承諾したものとみなし、個別の振込代行サービスが成立したものとみなす。

第6条（一部業務の委託）

乙は、丙に対して以下の業務を委託するものとする。

a)丙名義の預金口座を振込資金口座とし、振込金相当額の金員を受け入れる業務

b)金融機関に対して振込依頼データを送信し、振込金相当額の金員及び金融機関所定の振込手数料を交付することにより、振込の依頼を行う事務

第7条（振込データの仕様の不備等）

1.契約者が乙に送信した振込依頼データの仕様が乙所定の仕様でない場合、乙は契約者に対してその事実を通知（以下「仕様不備の通知」という）するものとする。仕様不備の通知は、契約者が、適宜、甲らが開設する

　ホームページ（以下「甲らのホームページ」という）上にて、各種コ－ド及びパスワードを用いて確認しなければならず、甲らは契約者に対してこれ以外の方法による仕様不備の通知を行う義務は負わないものとする。

2.甲らが、仕様不備の通知を前項所定の方式で行ったにもかかわらず、契約者が振込依頼データを訂正せずかつ振込希望日の所定の時間までに乙に対して訂正後の振込依頼データを伝送しない場合には、振込依頼データ

　に記載された契約者による申込はすべて無効とみなされ、乙は金融機関に対して振込依頼を行わないものとする。

3.契約者が、振込資金口座に入金した金額が、振込依頼データの振込金の合計額に満たない場合、乙は甲らのホームページ上にてその事実を通知（以下「入金不足の通知」という）するものとする。入金不足の通知は、

　契約者が、適宜、甲らのホームページに接続して確認しなければならず甲らは、契約者に対してこれ以外の方法による入金不足の通知を行う義務は負わないものとする。

4.甲らが、入金不足の通知を前項所定の方式で行ったにもかかわらず、契約者が振込希望日の所定の時間までに必要な金員を入金しない場合には、振込依頼データに記載された契約者による申込はすべて無効とみなされ、

　乙は、金融機関に対して振込依頼を行わないものとする。

6.甲らが、仕様不備の通知、入金不足の通知を所定の方式で行ったにもかかわらず通信機・回線・コンピューター等の障害並びに電話の不通、その他甲らの責めに帰すべからざる事由により、契約者が、甲らのホームペ

　ージに接続できなかった場合、甲らは、それによって契約者に生じた損害について賠償する責任を負わないものとする。

7.契約者が振込資金口座に入金した後、一定期間経過しても契約者からの振込依頼データの送信がない場合には、甲らのホームページ上で甲らはその事実の通知（以下「入金超過の通知」という）を行うものとする。入

　金超過の通知は、契約者が、適宜甲らのホームページにアクセスして確認しなければならず、甲らは、契約者に対してこれ以外の方法による入金超過の通知を行う義務は負わないものとする。甲らは、入金超過の通知

　を行った後、入金超過金額から返金手数料を差引いた金員を契約者が予め甲らに届け出た契約者名義の銀行口座に返金するものとする。

第8条（金融機関に対する振込申込）

1.契約者と甲らとの間に個別の振込代行サービスが成立した場合、乙は、金融機関に対して振込依頼データを送信し、振込金を金融機関に交付するものとする。

2.振込依頼データの送信、振込金の交付がなされた後に、契約者は個別の振込代行サービスを解除することは出来ないものとする。

3.甲らが第１項の定めに基づき振込金を金融機関に交付した後、金融機関からの組戻し若しくは返金の依頼のないことをもって振込代行サービスが適切に完了したものとみなす。

4.前項の場合において契約者は、自己の責任において振込先への入金確認等を行う。

第9条（振込不能等）

1.乙は、金融機関が振込依頼データに記載の振込を行えなかった場合について、金融機関からその旨の通知を受けたときには、契約者に対して甲らのホームページに掲載する方法によりその事実を通知（以下「振込不能

　の通知」という）するものとする。振込不能の通知は、契約者が適宜、甲らのホームページ上にて確認しなければならず、甲らは契約者に対してこれ以外の方法による振込不能の通知を行う義務は負わないものとする。

2.前項の場合、甲らによる第７条第１項の振込依頼データの仕様の確認又は第７条第３項の振込金の入金の確認に甲らの過失に基づく懈怠があった場合を除き、甲らはかかる振込不能について何ら責任を負わないものと

　し、契約者は、自らの責任で振込先と交渉を行い対処するものとする。

3.第１項の場合、振込不能となった振込金については、乙所定の方式により、振込資金口座に返金するものとする。

4.甲らによる第７条第１項の振込データの仕様の確認及び第７条第３項の振込金の入金の確認に甲らの過失に基づく懈怠があった場合、甲らは、契約者に対して本利用規定に基づき契約者から受領する、当該懈怠のあっ

　た振込依頼に係る取扱手数料の範囲内で契約者に生じた損害を賠償する義務を負うものとし、契約者は、甲らに対して本項に定める損害賠償請求以外の一切の請求を行なわないものとする。

第10条（手数料の支払等）

1.契約者は甲らに対して、本利用規定に基づく振込事務の委託の対価として手数料を支払うものとする。

2.契約者は、第４条第２項に基づき振込資金口座に振込金を入金する際に、同時に取扱手数料の入金を行うものとする。

3.金融機関の手数料等の引上げ及び諸経費の値上がり等相当の理由があると甲らが判断したときは、甲らは手数料を改定することが出来る。

4.甲らが、手数料を改定するときは、改定する日の１ヶ月前までに、契約者に通知するものとする。なお、甲らのホームページ上に掲載したときは、そのときをもって通知があったものとみなす。

第11条（給与振込データの取扱い）

1.給与振込データの内容

a)契約者が支給する報酬・給与・賞与等（以下｢給与｣という）の振込依頼データを「給与振込データ」という。

b)契約者が、乙に給与振込データの振込事務を依頼するに際しては、甲らの指定する方法により、事前に振込先口座の確認を行うものとする。

c)甲らは振込受取人に対し、入金通知は行わないものとする。 

2.給与振込データの訂正・取消し

契約者が依頼した給与振込データの振込事務については、乙が金融機関に対して振込依頼を行った後においては給与振込データの訂正及び取消しはできないものとする。

3.振込資金の入金

契約者は、振込資金及び取扱手数料（以下「振込資金等」という）を、振込希望日の３営業日前までに振込資金口座に入金するものとし、当該振込資金等は、甲らの所定の時期に振込資金口座残高から引き落とされる

ものとする。

4.振込資金の残高不足

a)契約者は、振込希望日の３営業日前の甲らの所定の時期に振込資金口座における振込資金等が不足している場合は、給与振込データについて振込事務の取扱いができない事を予め了承するものとする。

b)契約者は、前号の規定により取扱いができなかった給与振込データが、通常の振込依頼データの振込事務と同様に取り扱われることを予め了承するものとする。

第12条（甲らの免責等）

1.通信手段の障害等

　通信機器・回線及びコンピューター等の通信手段の障害又は電話の不通その他、甲らの責めに帰することができない事由により、甲らの義務の履行が遅延し又はその履行が不能となった場合、甲らはそれによって契約

　者に生じた損害について責任を負わないものとする。

2.端末の不正使用等

a)契約者は、各種コ－ド及びパスワードを厳重に管理するものとし、第三者にこれらを開示してはならず、またこれらを第三者に譲渡又は貸与する等、第三者の利用に供してはならない。

b)甲らが受信した各種コ－ド及びパスワードが、甲らで管理されている各種コ－ド及びパスワードと一致する場合には、甲らは、当該送信が契約者によってなされたものとみなし、振込依頼データ記載の内容にしたが

　って取り扱うものとする。甲らは、各種コ－ド及びパスワードにつき盗用又は不正使用その他の事故があった場合であっても、それによって契約者に生じた損害については、一切の責任を負わないものとする。

3.甲らは、災害・事変等の不可抗力により契約者に生じた損害については、一切の責任を負わないものとする。

4.本利用規定に特に定める場合を除き、甲らは、本サービスに関して契約者に発生する損害について一切の責任を負わないものとする。

第13条（損害の負担、補償等）

1.本サービスの利用に関し甲らに損害が生じた場合は、契約者は、その損害を補償する義務を負う。

2.甲らは、契約者と振込先との取引関係について生じた事由について調査・確認する義務を負わず、契約者は、甲らに対して契約者と振込先との間で生じた事由を主張することは出来ないものとする。

3.本サービスの利用に関し振込先その他の第三者との間で紛争が生じた場合、契約者はその責任においてこれに対処するものとし、甲らはこれについて、一切の責任を負わないものとする。

第14条（契約者の協力義務）

甲らが、官公庁等より振込資金口座及び振込依頼に関して資料の提出を求められた場合には、契約者は甲らに対して、資料の提出その他一切の協力を行うものとする。

弥生の一括振込サービス利用規定

5.契約者による振込依頼データの記載不備、記入の誤り、入金不足による振込不能、振込先の相違については、甲らは一切責任を負わないものとする。



第15条（住所変更等の通知義務）

1.契約者は、その商号、代表者、住所等、本利用規定における届出事項に変更がある場合は、乙に速やかに書面で通知するものとする。

2.契約者が前項の通知を怠ったため、甲らから契約者に対してなされた通知又は送付された書類等が延着又は不到達となっても通常到達すべきときに到達したものとみなし、契約者が前項の通知を怠ったために、契約者

　に生じた損害については甲らはその責任を負わないものとする。

第16条（情報保持等）

1.契約者は、申込書の「管理者情報」欄記載の管理者を登録して、情報の保持に努めさせるものとする。

2.契約者及び甲らは、本利用規定の締結及び履行にあたり知りえた情報を、第三者に漏洩してはならない。

3.契約者及び甲らは、前項の情報を、本利用規定の履行及びそれに付随する業務の履行以外の目的に使用してはならない。ただし、甲らが振込事務の委託状況等を統計的データ又は営業管理資料として、甲らの社内にお

　いて利用する場合及び契約者の属性に関する情報を統計的データ又は営業管理資料として、甲らの社内において利用する場合についてはこの限りではない。

4.本条に定める義務は、本利用契約の終了後も存続するものとする。

第17条（契約の有効期間及び解除）

1.本利用契約の有効期間は１年間とし、かかる期間が満了する１か月前までに契約者が、相手方に対し、契約を更新しない旨を通知しない限り、さらに１年間更新されるものとする。

2.甲らが、３ヶ月以上の予告期間を定めて書面により相手方に対し、本利用契約の解約を通知したときは、その期間の経過を以って本利用契約は終了する。ただし、本利用契約の解約日において個別の振込事務が残存す

　る場合には、その振込が終了することを以って本利用契約の終了とする。

3.契約者が、次の各号の事由のいずれかに該当した場合には、甲らは直ちに本利用契約を解除することが出来る。この場合、前項但書に関わらず、乙は残存する個別の振込事務の履行を拒むことが出来る。

a)破産・民事再生・会社更生又は特別清算その他倒産手続開始の申立てがあったとき。

b)自ら振り出した手形、小切手が不渡りになったとき。

c)手形交換所の取引停止処分を受けたときその他一般の支払を停止したとき。

d)強制執行・担保権の実行・仮差押・仮処分の申立てを受けたとき。

e)滞納処分又は保全差押を受けたとき。

f)本利用規定の履行に関し、契約者の責めに帰すべき事由により甲らに損害を与えたとき。

g)その他本利用規定に違反したとき。

h)契約者が甲らに対する支払を期限までに行わなかったとき。

i)契約者の信用が著しく低下、もしくは低下したと甲らが判断したとき。

4.契約者（契約者が法人等の場合には契約者の役員、実質的に経営に関与する者もしくは従業員等（以下「役職員等」という））が、反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋・社会

　運動等標榜ゴロ・特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者又は暴力的要求行為、法的責任を超えた不当な要求行為その他これらに準ずる行為を行う者をいう。以下同じとする）である場合又は反社会的勢力と関係

　を有している場合、及び契約者が社会的に見て不相当な取引、違法な取引又は公序良俗に反する取引に関して本サービスを利用していると乙が認めた場合には、甲らは何らの通知・催告を要せずに即時本利用契約を解

　除することができる。この場合、前項柱書第二文の規定を準用する。

第18条（乙による振込事務の履行停止）

1.乙は、本利用規定に基づく個別の振込事務の履行を中止することが相当であると判断した場合には、直ちに振込事務の履行を中止することが出来る。

2.前項の規定に基づき乙が振込事務の履行を中止した場合、乙は直ちに契約者に対しその旨通知するものとし、契約者及び甲らはその後の取扱を協議する。

第19条（契約の変更）

1.甲らは、本利用規定に別段の定めがある場合を除き、本利用規定を変更する必要が生じたときには、必要な範囲内で本利用規定を変更することができ、甲らはその変更を契約者に対して通知（甲らのホームページに掲

　載する方法を含む）するものとする。

2.前項の変更の効力は、前項の通知が契約者に到着したときに生じるものとし、それ以後に成立した個別の振込代行サービスについては変更後の本利用規定が適用されるものとする。ただし、甲らのホームページに掲載

　されたときは、そのときに変更の効力が生じるものとする。

3.甲らは、３ヶ月以上前に契約者に対して通知（甲らのホームページに掲載する方法を含む）することにより、いつでも本サービスを中止又は終了することができるものとする。なお、甲らのホームページ上に掲載され

　たときは、そのときに通知されたものとする。

第20条（協議事項）

本利用規定に定めなき事項や本利用規定の解釈に疑義が生じたときは、契約者及び甲らが協議してこれを定めるものとする。

第21条（合意管轄）

契約者及び甲らは、本利用規定に関する紛争についてはその訴額に応じて東京簡易裁判所又は東京地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意する。

以　上

2012/11/16　改定

第1条（個人情報の収集・利用・提供）

契約者等（契約者並びにその代表者、管理者及び緊急連絡先に指定された者をいう）は、以下の目的のため、契約者等の氏名、住所、電話番号等の表記された個人情報を、弥生株式会社（以下「甲」という）及び

株式会社フォーライフシステム（以下「乙」といい、甲と合わせて「甲ら」という。ただし、乙から契約者等の個人情報の取扱いの委託を受けたNTTスマートトレード株式会社を含む。以下同じ）が保護措置を

講じた上で収集・利用することに同意する。

1）弥生の一括振込サービス（以下「本サービス」という）を契約者等に提供する目的

2）本サービスの必要書類等を送付する目的

3）本サービスの新商品情報や関連するアフターサービスを知らせる目的

4）本サービスに関連する市場調査や商品開発の目的

第2条（個人情報の第三者提供）

1.甲らは、下記の場合を除き、契約者の同意なく個人情報を第三者に提供しないものとする。

1）法令に基づく場合

2）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

3）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

4）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

2.前項の規定にかかわらず、甲らは、取得した個人情報を、業務目的の達成に必要な範囲に限り第三者に提供するものとする。

1）第三者に提供する目的・・・甲が契約者の委託に基づき、甲が指定する金融機関（以下、単に「金融機関」という）に対して、甲が指定した仕様に基づき、契約者が作成した振込先及び当該振込先に対する

 　振込金等を含むデータ（以下「振込依頼データ」という）を送信し、振込金及び金融機関所定の振込手数料を交付することにより、振込の依頼を行う事務を遂行するため

2）提供する個人情報の項目・・・振込依頼データの口座名義

3) 提供の手段又は方法・・・データ伝送

4）提供を受ける者の組織の種類、属性・・・金融機関

第3条（個人情報の開示・訂正・削除）

1.契約者等は、甲らに対して個人情報の保護に関する法律（平成15年法律57号）に定めるところにより、甲らがそれぞれ保有している自己に関する個人情報を開示するよう請求できる。

2.甲らは、契約者等から甲らの保有する個人情報の訂正又は削除を求められたときは、当該個人情報が不正確又は誤りであることが判明した場合に限り、速やかに訂正又は削除に応じ、その旨（訂正等の内容又は訂正等

　を行わなかったことを含む）を契約者等に通知する。

第4条（個人情報の利用中止の申し出）

甲らは、契約者等から甲らの保有する個人情報の利用の停止又は消去の申出があった場合は、契約者等の同意を得ずに第1条の利用目的を超えて契約者等の個人情報を取り扱った場合若しくは第三者に提供した場合、

又は偽りその他不正の手段により当該個人情報を取得した場合に限り、速やかに停止又は消去に応じ、その旨（停止又は消去を行わなかったことを含む）を契約者等に通知する。

第5条（個人情報に関するお問い合わせ窓口）

甲らは、個人情報の開示・訂正・削除・利用中止等の請求、他個人情報に関する問合せ又は意見の申し出に関しては、下記（代表窓口：弥生株式会社）で受け付けるものとする。

○弥生株式会社 カスタマーセンター 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 3-3-13 ニッセイ淀屋橋イースト 11F　電話番号：050-3388-1000 受付時間：月～金9:30～12:00　13:00～17:30

　（ただし、祝日、弊社休業日を除く）（URL https://www.yayoi-kk.co.jp/）

第6条（条項の変更）

本同意条項は法令の定める手続により、必要な範囲内で変更できるものとする。

以　上
2019/8/1　改定
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